
 

航空自衛隊達第２４号 

予備自衛官の任免、服務、服装等に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第１ 

号）の規定に基づき、及び同訓令を実施するため、航空自衛隊の予備自衛官の 

任用、服務等に関する達を次のように定める。 

昭和６１年１２月１９日 

 

改正  平成 元年 ２月２８日 航空自衛隊達第 ４号 

平成 元年 ３月１６日 航空自衛隊達第２５号 

平成 ２年 ３月２７日 航空自衛隊達第１３号 

平成 ４年 ６月２９日 航空自衛隊達第３２号 

平成 ５年 ９月２０日 航空自衛隊達第３３号 

平成 ９年１１月２５日 航空自衛隊達第２６号 

平成１０年 ７月２１日 航空自衛隊達第１６号 

平成１２年 ３月１３日 航空自衛隊達第 ６号 

平成１２年 ４月２８日 航空自衛隊達第２８号 

平成１４年 ３月２７日 航空自衛隊達第 ６号 

平成１８年 ７月２６日 航空自衛隊達第３５号 

平成２４年 ３月２３日 航空自衛隊達第１０号 

平成２５年 ７月３１日 航空自衛隊達第７０号 

平成２７年１０月１９日 航空自衛隊達第５１号 

平成２８年 １月２９日 航空自衛隊達第１５号 

平成２９年 ５月２６日 航空自衛隊達第２２号 

平成２９年 ６月２３日 航空自衛隊達第２７号 

令和 元年 ６月２７日 航空自衛隊達第１４号 

令和 ３年 ３月１７日 航空自衛隊達第１８号 

令和 ３年 ５月２５日 航空自衛隊達第４９号 

令和 ５年 ４月 １日 航空自衛隊達第２６号 

 

航空幕僚長 空将 大村平 
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第１章総則 

（趣旨） 

第１条 この達は、航空自衛隊の予備自衛官（以下「予備自衛官」という。）の 

管理組織、任用及び服務等に関して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める 

ところによる。 

(1) 担当方面隊司令官 予備自衛官の招集手続に関する訓令（昭和４５年防 

衛庁訓令第３３号）別表に定める区域を担当する航空方面隊司令官をいう。 

(2) 地区予備自衛官担当部隊等 予備自衛官の現住所の属する都道府県を担 

当区域とする別表に定める基地業務担当部隊等をいう。 

(3) 訓練招集部隊等 訓練招集命令により予備自衛官が出頭して訓練を受け 

る航空自衛隊の各基地及び各分屯基地の基地業務担当部隊等をいう。 

(4) 担当地方協力本部長 予備自衛官の現住所の属する市区町村を担当区域 

とする自衛隊地方協力本部長をいう。 

(5) 幹部予備自衛官 ３等空尉以上の階級に指定された予備自衛官をいう。 

(6) 部隊等 航空自衛隊の編制に定める部隊及び機関をいう。 

(7) 防衛招集等 予備自衛官の招集手続に関する訓令第２条第１号に規定す 

る防衛招集等をいう。 

(8) 防衛招集等部隊等 予備自衛官の招集手続に関する訓令第２条第３号に 

規定する防衛招集等部隊等をいう。 

(9) 任用基準数 予備自衛官の年度減耗見積り等を踏まえ、航空幕僚長が担 

当方面隊別に示すものをいう。 

第３条 削除 

第２章 予備自衛官管理組織 

（予備自衛官管理組織） 

第４条 予備自衛官の人事管理業務を組織的かつ効率的に実施するため、航空



 

自衛隊の予備自衛官管理組織を別表のとおり定める。 

（担当方面隊司令官、地区予備自衛官担当部隊等の長及び部隊等の長の責務） 

第５条 担当方面隊司令官は、予備自衛官の人事管理業務の実施に関して、関 

係する方面総監と連携し、担当区域に所在する地区予備自衛官担当部隊等の 

長を指揮又は統制して、当該業務を円滑に実施するものとする。 

２ 地区予備自衛官担当部隊等の長は、予備自衛官の人事管理の業務の実施に 

関して、担当区域に所在する部隊等の長を指揮又は統制し、関係する地方協 

力本部長と調整を密にして実施するとともに、当該地方協力本部長の行う予 

備自衛官の募集、採用等に関する業務を支援するものとする。 

３ 部隊等の長は、隊員に対し予備自衛官制度の趣旨について普及徹底を図る 

とともに、退職予定隊員の身上把握及び指導を的確に行い予備自衛官への志 

願を促進し、また退職後の連絡を密にし、部隊等との連携の強化を図るもの 

とする。 

第３章 任用等 

（任用基準数） 

第６条 予備自衛官の任用基準数は、毎年度当初又は必要に応じその都度示す。 

２ 前項に規定する任用基準数のうち、陸上自衛官及び海上自衛官であった者 

の任用基準数については必要に応じその都度示す。 

３ 担当方面隊司令官は、任用基準数に基づき、方面総監に対し別紙様式第１ 

により採用計画数の通知を行い、その写しを担当地方協力本部長に送付する 

とともに、地区予備自衛官担当部隊等の長に対し、募集基準数を示すものと 

する。 

（志願票の受理及び処理） 

第７条 部隊等の長は、予備自衛官の任免、服務、服装等に関する訓令（以下 

「訓令」という。）第３条第２項の規定により予備自衛官志願票を受理したと 

きは、当該予備自衛官志願票及び写真４枚（３．５ｃｍ×２．５ｃｍ）（以下 

「志願票等」という。）を、訓令第４条第２項の規定により継続任用志願票を 

受理したときは、当該継続任用志願票を、それぞれ速やかに地区予備自衛官 

担当部隊等の長に送付するものとする。 

２ 地区予備自衛官担当部隊等の長は、前項の規定により志願票等又は継続任 

用志願票の送付を受けたときは、当該志願者の現住所の属する市区町村の区 

域を担当区域とする地方協力本部の所在地が担当区域内の場合は、当該地方 

協力本部長に送付し、担当区域外の場合は、当該地方協力本部の所在地を担 



 

当区域とする地区予備自衛官担当部隊等の長に対し、当該志願票等又は継続 

任用志願票を移管するものとする。 

（予備自衛官志願者連名簿及び予備自衛官継続任用志願者連名簿の作成等） 

第８条 地区予備自衛官担当部隊等の長は、前条の規定により送付を受けた予 

備自衛官志願票又は担当地方協力本部長から送付された予備自衛官志願票の 

写しに基づき、担当区域内の予備自衛官志願者について別紙様式第２による 

予備自衛官志願者連名簿（継続任用志願者については別紙様式第３による予 

備自衛官継続任用志願者連名簿）を、月別に作成し、翌月の１５日までに担 

当方面隊司令官に送付するものとする。 

２ 担当方面隊司令官は、担当区域内の地区予備自衛官担当部隊等の長からそ 

れぞれ送付された予備自衛官志願者連名簿又は予備自衛官継続任用志願者連 

名簿（以下「連名簿等」という。）に基づき、連名簿等を月別、地方協力本部 

別に作成し、その月の２５日までに航空幕僚長（募集・援護課長気付）及び 

担当地方協力本部長に送付するとともに、写しを地区予備自衛官担当部隊等 

の長に送付するものとする（２３－Ｐ１１５（Ｃ－１））。ただし、当該月に 

ついて該当事項がない場合は、これを省略することができる。 

（志願者の身体検査） 

第９条 部隊等の長は、予備自衛官志願者から身体検査証明について要請があ 

った場合には、身体検査を実施し、証明するものとする。この際、当該部隊 

等でこれを実施することができないときは、当該身体検査を実施できる部隊 

等の長に依頼するものとする。 

２ 前項の身体検査は、訓令第３条に規定する予備自衛官志願票の身体検査証 

明の項目について実施するものとする。ただし、当該志願者が自衛官退職前 

３月以内に実施した健康診断又は身体検査と同一項目については、その診断 

又は検査をもって代えることができる。 

（予備自衛官に対する採用等の通知） 

第１０条 准空尉以下の階級に指定される予備自衛官に対する採用又は継続任 

用についての通知は、担当地方協力本部長から依頼のあったものについて、 

地区予備自衛官担当部隊等の長がそれぞれの訓練招集部隊等の長を通じて行 

うものとする。 

２ ３等空尉以上の階級に指定される予備自衛官に対する採用及び継続任用に 

ついての通知は、航空幕僚長から担当方面隊司令官を経由して、担当地方協 

力本部長に送付する。この場合、地区予備自衛官担当部隊等の長は地方協力 



 

本部長から予備自衛官に対する採用又は継続任用についての通知の交付依頼 

があったものについては、前項に準じて行うものとする。 

（採用者の通知） 

第１１条 地区予備自衛官担当部隊等の長は、担当地方協力本部長から別紙様 

式第４により採用者の通知を受けたときは、速やかに担当方面隊司令官に報 

告するとともに、関係する訓練招集部隊等の長に通知するものとする。 

２ 担当方面隊司令官は、担当区域内の採用者の通知をとりまとめ速やかに航 

空幕僚長（募集・援護課長気付）に報告するものとする。 

（職域の指定） 

第１２条 訓令第８条の規定に基づく予備自衛官に対する職域の指定は、特技 

の指定に基づき幹部自衛官であった者については小職域を、准空尉以下の自 

衛官であった者については大職域を、それぞれ担当方面隊司令官が指定し担 

当地方協力本部長に通知するものとする。 

（特技の指定） 

第１３条 訓令第８条の規定に基づく予備自衛官に対する特技の指定は、原則 

として予備自衛官が自衛官であったときに付与されていた主特技を、幹部自 

衛官については航空幕僚長が、准空尉以下の予備自衛官については担当方面 

隊司令官がそれぞれ指定し、担当地方協力本部長に通知する。 

２ 指定した特技を本人の希望等により変更する必要がある場合には、予備自 

衛官が自衛官であったときに保有していた特技の中から、幹部予備自衛官に 

ついては航空幕僚長が、准空尉以下の予備自衛官については担当方面隊司令 

官がそれぞれ変更する特技を決定し、担当方面隊司令官から担当地方協力本 

部長及び地区予備自衛官担当部隊等の長に通知するものとする。 

３ 陸上自衛官及び海上自衛官であった者を予備自衛官として採用し、特技を 

指定する場合には予備自衛官が自衛官であったときの職務等を考慮して相当 

する特技を、幹部予備自衛官については航空幕僚長が、准空尉以下の予備自 

衛官については担当方面隊司令官がそれぞれ指定し、担当地方協力本部長に 

通知する。 

４ 前項の規定に基づき指定した特技を変更する必要がある場合には、予備自 

衛官が自衛官であったときの職務等を考慮して相当する特技の中から変更す 

る特技を、幹部予備自衛官については航空幕僚長が、准空尉以下の予備自衛 

官については担当方面隊司令官がそれぞれ決定し、担当方面隊司令官から担 

当地方協力本部長及び地区予備自衛官担当部隊等の長に通知するものとす 



 

る。 

５ 前２項の規定にかかわらず、予備自衛官が自衛官であったときの職務等を 

考慮して相当する特技がない場合には、警備特技に限り指定又は変更するこ 

とができる。 

（特技の表示） 

第１４条 特技の表示は、自衛官と区別するため、特技の名称には予備の文字 

を、特技番号にはＲの記号を冠するものとし、特技の等級の表示は行わない 

ものとする。 

（予備自衛官個人管理カードの作成等） 

第１５条 地区予備自衛官担当部隊等の長は、予備自衛官の人事管理業務を円 

滑に実施するため、採用の都度、別紙様式第５による予備自衛官個人管理カ 

ードを作成し、担当区域の訓練招集部隊等の長に送付するものとする。 

２ 訓練招集部隊等の長は、訓練を担当する予備自衛官と連絡を密にし、予備 

自衛官個人管理カードを常に整備しておくものとする。 

（予備自衛官人事月報の処理要領） 

第１６条 地区予備自衛官担当部隊等の長は、担当地方協力本部長から送付さ 

れた予備自衛官人事月報（Ａ）（別紙様式第６）及び予備自衛官人事月報（Ｂ） 

（別紙様式第７）各２部のうち、内容に変更がある予備自衛官人事月報につ 

いては、当該予備自衛官人事月報１部を翌月の１５日までに担当方面隊司令 

官に送付するものとする。 

２ 前項の規定により内容に変更のある予備自衛官人事月報の送付を受けた担 

当方面隊司令官は、予備自衛官人事月報(Ａ)及び予備自衛官人事月報（Ｂ） 

を取りまとめて、翌月の２０日までに航空幕僚長（募集・援護課長気付）に 

報告するとともに、予備自衛官人事月報（Ａ）を航空総隊司令官に報告する 

ものとする（２３－Ｐ１１６（Ｃ－１））。 

（予備自衛官が担当方面隊を異にして移動した場合の処置） 

第１７条 担当方面隊司令官は、前条に規定する予備自衛官人事月報（Ｂ）に 

より、予備自衛官が担当方面隊を異にして移動した場合、移動後の担当方面 

隊司令官に、その者の自衛官等離職者身上書、人事評価記録書（第１９条の 

２第５項の規定により送付を受けたものに限る。）その他必要な書類を移管

す 

るものとする。 

（予備自衛官が地区予備自衛官担当部隊等を異にして移動した場合の処置） 



 

第１８条 地区予備自衛官担当部隊等の長は、第１６条に規定する予備自衛官 

人事月報（Ｂ）により、予備自衛官が地区予備自衛官担当部隊等を異にして 

移動したときは、区域内の訓練招集部隊等の長に通知するとともに、予備自 

衛官個人管理カード、離職者身上書等を移動後の地区予備自衛官担当部隊等 

の長に移管するものとする。 

（予備自衛官人事状況確認名簿の作成等） 

第１９条 地区予備自衛官担当部隊等の長は、３等空尉以上及び准空尉以下の 

区分ごとに、それぞれ毎年１回（１０月末）、別紙様式第９による予備自衛官 

人事状況確認名簿を２部作成し、これを担当地方協力本部長に送付して人事 

状況の確認を求めるものとする。 

２ 地区予備自衛官担当部隊等の長は、担当地方協力本部長の確認を受けたの 

ち予備自衛官人事状況確認名簿を、幹部予備自衛官については２部、准空尉 

以下の予備自衛官については１部を担当方面隊司令官に送付するものとす 

る。 

３ 担当方面隊司令官は、幹部予備自衛官の予備自衛官人事状況確認名簿１部 

を航空幕僚長（募集・援護課長気付）に送付するものとする。 

（人事評価） 

第１９条の２ 訓令第９条の２第１項に規定する評価者の指定は、訓練招集部 

隊等の長が訓令第９条第２項に規定する実施権者として訓練招集前に行うも 

のとする。 

２ 訓令第９条の３第１項に規定する航空幕僚長の定める人事評価記録書は、 

別紙様式第１０のとおりとする。ただし、新たに採用した予備自衛官に対す 

る訓練期間を１日間とする訓練招集の場合には、航空自衛隊の予備自衛官の 

招集手続に関する達（昭和６１年航空自衛隊達第２５号）第２６条に規定す 

る訓練招集者名簿の摘要欄に必要な事項を記入することによりこれに代える 

ことができる。 

３ 訓練招集部隊等の長は、訓令第９条の３第３項の規定により担当地方協力 

本部長に人事評価記録書を送付するほか、その被評価者である予備自衛官に 

指定されている階級に応じ、それぞれ次項又は第５項の定めるところにより、 

当該人事評価記録書を送付するものとする。 

４ 訓練招集部隊等の長は、幹部予備自衛官である被評価者に係る人事評価記 

録書で訓令第９条の２第２項の規定による確認を行ったものを地区予備自衛 

官担当部隊等の長及び担当方面隊司令官を経由して、航空幕僚長（補任課長 



 

気付）に送付するものとする。この場合において、訓練招集部隊等の長は、 

当該人事評価記録書の１部を控えとして保管するものとする。 

５ 訓練招集部隊等の長は、准空尉以下の予備自衛官である被評価者に係る人 

事評価記録書で訓令第９条の２第２項の規定による確認を行ったものを地区 

予備自衛官担当部隊等の長を経由して、担当方面隊司令官に送付するものと 

する。この場合において、訓練招集部隊等の長は、当該人事評価記録書の１ 

部を控えとして保管するものとする。 

第２０条 削除 

第４章服務等 

（訓練招集中の事故等の処置） 

第２１条 訓練招集部隊等の長は、訓練招集中に負傷又は発病した予備自衛官 

を入院させた場合には、担当地方協力本部長、当該予備自衛官の招集連絡人 

及び留守担当者にその旨を通報するとともに、地区予備自衛官担当部隊等の 

長に通知するものとする。 

２ 訓練招集部隊等の長は、入院させた予備自衛官の病状を常に把握するとと 

もに、担当地方協力本部長、招集連絡人及び留守担当者と密接に連絡を保つ 

ように努めるものとする。 

（訓練招集中の死亡等の場合の処置） 

第２２条 訓練招集中の予備自衛官が危篤に陥り、又は死亡したときは、自衛 

官の例により処置するものとする。 

２ 前項の場合において、危篤又は死亡の通報及び死亡報告書の提出は、訓練 

招集部隊等の長が行い、死亡の場合の処置については、訓練招集部隊等の長 

が地区予備自衛官担当部隊等の長及び担当地方協力本部長と調整又は協議し 

て行うものとする。 

第２３条 削除 

（予備自衛官の適格性の確認及び適性評価の手続関係） 

第２４条 訓練招集部隊等の長は、当該部隊等を訓練招集部隊等とする予備自 

衛官が秘密を取り扱う見込みを有する場合、当該予備自衛官が任用された際 

に、「秘密の取扱いに関する適格性の確認等に関する訓令（平成２１年防衛省 

訓令第２５号）」に規定する適格性の確認及び「特定秘密の保護に関する法律 

（平成２５年法律第１０８号）」に規定する適性評価を受けさせるものとす 

る。 

附則 



 

この達は、昭和６１年１２月１９日から施行する。 

附則（平成元年２月２８日航空自衛隊達第４号抄） 

この達は、平成元年２月２８日から施行する。 

附則（平成元年３月１６日航空自衛隊達第２５号） 

この達は、平成元年３月１６日から施行する。 

附則（平成２年３月２７日航空自衛隊達第１３号） 

この達は、平成２年３月３１日から施行する。 

附則（平成４年６月２９日航空自衛隊達第３２号抄） 

この達は、平成４年７月１日から施行する。 

附則（平成５年９月２０日航空自衛隊達第３３号） 

この達は、平成５年１０月１日から施行する。 

附則（平成９年１１月２５日航空自衛隊達第２６号抄） 

この達は、平成９年１２月１日から施行する。 

附則（平成１０年７月２１日航空自衛隊達第１６号） 

この達は、平成１０年７月２７日から施行する。 

附則（平成１２年３月１３日航空自衛隊達第６号） 

この達は、平成１２年４月１日から施行する。 

附則（平成１２年４月２８日航空自衛隊達第２８号） 

この達は、平成１２年５月８日から施行する。 

附則（平成１４年３月２７日航空自衛隊達第６号） 

この達は、平成１４年３月２７日から施行する。 

附則（平成１８年７月２６日航空自衛隊達第３５号） 

１ この達は、平成１８年７月３１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に作成されている従前の規定による様式の用紙は、 

残存部数に限り所要の修正の上使用することができる。 

附則（平成２４年３月２３日航空自衛隊達第１０号） 

この達は、平成２４年３月２６日から施行する。 

附則（平成２５年７月３１日航空自衛隊達第７０号） 

この達は、平成２５年８月１日から施行する。 

附則（平成２７年１０月１９日航空自衛隊達第５１号） 

１ この達は、平成２７年１０月１９日から施行する。 

２ 既に採用されている予備自衛官に対する第２条第３号の改正規定は平成 

２８年３月１日から適用する。 



 

附則（平成２８年１月２９日航空自衛隊達第１５号） 

この達は、平成２８年１月３１日から施行する。 

附則（平成２９年５月２６日航空自衛隊達第２２号） 

この達は、平成２９年５月３０日から施行する。 

附則（平成２９年６月２３日航空自衛隊達第２７号） 

この達は、平成２９年７月１日から施行する。 

附則（令和元年６月２７日航空自衛隊達第１４号） 

この達は、令和元年７月１日から施行する。 

  附則（令和３年３月１７日航空自衛隊達第１８号） 

この達は、令和３年３月１８日から施行する。 

附則（令和３年５月２５日航空自衛隊達第４９号） 

この達は、令和３年５月２５日から施行する。 

  附則（令和５年４月１日航空自衛隊達第２６号） 

この達は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別表

別表（第４条関係）

名   称 担当部隊等
千歳地区予備自衛官担当部隊 第２航空団 千歳、長沼、稚内、網走、根室、当別、奥尻島、襟

裳、八雲の基地及び分屯基地に所在する部隊等
北海道

三沢地区予備自衛官担当部隊 第３航空団 三沢、大湊、車力、東北町、山田、加茂、秋田の基
地及び分屯基地に所在する部隊等

青森県、岩手県、秋田県

松島地区予備自衛官担当部隊 第４航空団 松島、大滝根山の基地及び分屯基地に所在する部隊
等

宮城県、山形県、福島県

百里地区予備自衛官担当部隊 第７航空団 百里、霞ヶ浦の基地及び分屯基地に所在する部隊等 茨城県、栃木県

木更津地区予備自衛官担当部隊 第４補給処木更津支処 習志野、木更津、峯岡山の基地及び分屯基地に所在
する部隊等

千葉県

府中地区予備自衛官担当部隊 航空気象群 十条、市ヶ谷、目黒、府中、横田、武山の基地及び
分屯基地に所在する部隊等

東京都、神奈川県

入間地区予備自衛官担当部隊 中部航空警戒管制団 熊谷、入間、硫黄島の基地及び分屯基地に所在する
部隊等

群馬県、埼玉県

浜松地区予備自衛官担当部隊 第１航空団 静浜、浜松、御前崎の基地及び分屯基地に所在する
部隊等

山梨県、長野県、静岡県

小牧地区予備自衛官担当部隊 第１輸送航空隊 小牧、笠取山、高蔵寺、白山、饗庭野の基地及び分
屯基地に所在する部隊等

愛知県、三重県、滋賀県

岐阜地区予備自衛官担当部隊 第２補給処 岐阜基地に所在する部隊等 岐阜県

小松地区予備自衛官担当部隊 第６航空団 小松、佐渡、新潟、輪島の基地及び分屯基地に所在
する部隊等

新潟県、富山県、石川
県、福井県

奈良地区予備自衛官担当部隊 幹部候補生学校 奈良、経ヶ岬、串本の基地及び分屯基地に所在する
部隊等

京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山県

美保地区予備自衛官担当部隊 第３輸送航空隊 美保、高尾山の基地及び分屯基地に所在する部隊等 鳥取県、島根県、岡山
県、広島県

防府地区予備自衛官担当部隊 第１２飛行教育団 防府北、防府南、見島、土佐清水の基地及び分屯基
地に所在する部隊等

山口県、徳島県、香川
県、愛媛県、高知県

築城地区予備自衛官担当部隊 第８航空団 築城基地に所在する部隊等 大分県

春日地区予備自衛官担当部隊 西部航空警戒管制団 芦屋、春日、高良台、背振山、海栗島、福江島の基
地及び分屯基地に所在する部隊等

福岡県、佐賀県、長崎
県、熊本県

新田原地区予備自衛官担当部隊 第５航空団 新田原、高畑山、下甑島、奄美大島、沖永良部島の
基地及び分屯基地に所在する部隊等

宮崎県、鹿児島県

南西航空
方 面 隊

那覇地区予備自衛官担当部隊 第９航空団 那覇、恩納、久米島、知念、与座岳、宮古島の基地
及び分屯基地に所在する部隊等

沖縄県

北部航空
方 面 隊

中部航空
方 面 隊

西部航空
方 面 隊

航
 
空
 
総
 
隊

航空自衛隊予備自衛官管理組織

区分 方面隊
地区予備自衛官担当部隊等

管 轄 部 隊 等 担当区域



別紙様式第１－１（第６条関係）

発簡番号

発簡年月日

　方面総監　殿

担当方面隊司令官

幹部 准曹 空士 計

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

令和　年度航空自衛隊予備自衛官採用計画数について（通知）

備　考
担当地方
協力本部

地区予備自衛官
担　当　部　隊
（基　　地）

現任用者数
※
／任用基準数

※
（　.3.31現在）

令和　年度
採用計画数

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

注：１　職域別又は階級別の採用が必要な場合は、備考欄に示すものとする。

合　計　

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名



別紙様式第１－２（第６条関係）

発簡番号

発簡年月日

　地区予備自衛官担当部隊等の長　殿

　　　　

担当方面隊司令官

名　　称 担当部隊等 幹部 准曹 空士 計

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

／ ／ ／ ／

　　２　職域別又は階級別の採用が必要な場合は、備考欄に示すものとする。
　　３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

令和　年度航空自衛隊予備自衛官募集基準数について（通知）

地区予備自衛官担当部隊等
現任用者数

※
／任用基準数

※
（　.3.31現在）

令和　年度
募集基準数

備　考

注：１　地区予備自衛官担当部隊等の名称及び担当部隊等は、別表に示す表記
　　　を用いるものとする。

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名

合　計
幹部　　　名
准曹　　　名
空士　　　名



別紙様式第２（第８条関係）

担当方面隊司令官
航空 地区予備自衛官担当部隊等の長

1 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 14 15

氏　名

番号 年月日 (性別) 能力評価 業績評価
備考

予 備 自 衛 官 志 願 者 連 名 簿
（２３－Ｐ１１５（Ｃ－１））
（　　　年　　　月　　　日）

2 13

記入要領等：１　幹部及び准空尉以下に区分し、それぞれ別葉として作成する。
　　　　　　２　「５」の欄には、志願票を受理した日の属する月の末日の年齢を記入する。
　　　　　　３　「８」の欄には、地区予備自衛官担当部隊等の長が当該予備自衛官志願者連名簿を作成する場合は、記入しないものとする。

特技
訓練招
集指定
部隊等

自 衛 官
在職期間
(年・月)

自衛官
退　職
理由別

年齢 職域
自衛官

退職後の
経過年月

職業
(職名)

担当
地本名

受付
階級

人事評価 身体
判定

　　　　　　７　「15」の欄は、担当方面隊司令官の作成する予備自衛官志願者連名簿には、採用希望序列を付するものとする。
　　　　　　８　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、横長に使用する。

　　　　　　４　「12」の欄は、自衛官退職時に予備自衛官を志願する者については省略することができる。
　　　　　　５　「13」の欄には、別に定める自衛官等離職者身上書に記入されている人事評価の評語を記入する。
                なお、当該評語ではなく勤務成績が記入されている場合にあっては、次により当該勤務成績に応じた記号を「能力評価」の欄に記入する。
　　　　　　　　Ａ：非常に優れている。　Ｂ：優れている。　Ｃ：普通である。　Ｄ：劣っている。　Ｅ：非常に劣っている。
　　　　　　６　「14」の欄には、訓令別記様式第１に定める予備自衛官志願票の「身体検査証明」の欄に記入されている内容が自衛官等の採用のための
　　　　　　　身体検査に関する訓令（昭和29年防衛庁訓令14号）第４条第１号及び第２号に規定する基準に該当するか否かを判断し、「適」又は「不適」
　　　　　　　を記入する。



別紙様式第３（第８条関係）

担当方面隊司令官
航空 地区予備自衛官担当部隊等の長

2 3 4 5 6 7 9 10 11

氏　名

番号 年月日 (性別) 回数 日数

記入要領等：１　幹部及び准空尉以下とに区分し、それぞれ別葉として作成する。

予 備 自 衛 官 継 続 任 用 志 願 者 連 名 簿
（２３－Ｐ１１５（Ｃ－１））

（　　　年　　　月　末任期満了の分）

1 8

受付
階級 年齢 職域 特技

継続任用
回数

訓練招集 防衛招集等
年月日

健康状態
訓練招集部隊等の

長の意見

　　　　　　７　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、横長に使用する。

　　　　　　２　４の欄は、任用期間の満了する日の翌日の年齢とする。
　　　　　　３　８の欄は、分母に命令した合計回数及び合計した日数を、分子に出頭した合計回数及び合計した日数を記入する。
　　　　　　４　防衛招集等中は８の欄について、防衛招集等時以外は９の欄については記入しない。
　　　　　　５　10の欄は、最も近い時期に実施した健康診断の判定区分を記入する。
　　　　　　６　11の欄の訓練招集部隊等の長の意見は、地区予備自衛官担当部隊等の長が連名簿を作成するに当たって、訓練招集部隊等の長から
　　　　　　　意見を聴取して、記入するものとする。



別紙様式第４（第１１条関係）

地本第　　　号

殿

地方協力本部長　　

　標記について、下記の者を予備自衛官として採用したので通知する。

階級
氏　　名
（性　別）

認識番号 採用年月日退職年月日元所属部隊 発令番号

　　地本人発
第　　　　号

注：用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。

予備自衛官の採用について（通知）



別紙様式第５（第１５条関係） 

 

予 備 自 衛 官 個 人 管 理 カ ー ド 
①氏 名（ふりがな） 

 

                           男 
 

                           女 

⑨
階
級
歴 

   ．  ．  ３士    ．  ．  准尉 
⑩職域  

 

写 真 

 

（貼 付） 

   ．  ．  ２士    ．  ．  ３尉 

   ．  ．  １士    ．  ．  ２尉 

⑪
特
技 

番 号 名 称 

認番（            ）昭・平   ．  ．  生    ．  ．  士長   ．  ．  １尉   

②本籍地 

 
   ．  ．  ３曹    ．  ．  ３佐   

   ．  ．  ２曹    ．  ．  ２佐   

③現住所 

 
   ．  ．  １曹    ．  ．  １佐   

   ．  ．  曹長    

④
職
業 

職業名  会社等名  ⑫自衛隊主要勤務歴 ⑲各種免許 

勤務場所                

                           

（ＴＥＬ             ） 

期 間 職 務 部 隊（基地）   

～    

⑤
留
守
担
当
者 

氏名 

 続柄 

 ～    

～    

住所 

    

（ＴＥＬ             ） 

～    

～   ⑳確認 

⑥
招
集
連
絡
人 

氏名 

 続柄 

 ～    ． ．  ． ．  ． ． 

～      

住所 

    

（ＴＥＬ             ） 

⑬予備自衛官採用年月日 

及び根拠 

 

所 轄 

警察署 

 
最寄り駅

及び距離 
Km 

⑭予備自衛官退職年月日 

及び根拠 

  ． ．  ． ．  ． ． 

   

⑦
入
隊 

年月日 ． ． 

⑧
退
職 

年月日 ． ． 
⑮地方協力本部担当年月日 ⑯教育訓練 ⑰最終学歴 

．  ．  

部 隊 

 

部 隊 

 ．  ．  ． ． ． ． ． ． 

．  ．  ⑱専門科目    

基 地 

 

基 地 

 ．  ．  

．  ．  

 



 
㉑氏名（認番） ㉒現住所 ㉓指定階級 ㉔指定職種 ㉕訓練招集部隊等 ㉖手帳番号 ㉗隊友会入会の有無 ㉘手当支払方法 

   男 

   女 

（           ） 

     
 有 役員名 

 無 

銀行振込 

隔 地 払 

現 金 払 

㉙訓練招集 ㉛防衛招集等 

年度 
期間 

（日数） 

訓練部隊等 

(基地) 

健康 

状態 
年度 

期間 

（日数） 

訓練部隊等 

(基地) 

健康 

状態 

命令書交付番号 

及び命令符号 
防衛招集等部隊等 

招集年月日 

（解除年月日） 

          ．  ． 
（  ．  ．  ） 

          ．  ． 
（  ．  ．  ） 

        

㉜
家
族
状
況 

氏    名 生年月日 続柄 健否 職 業 

         ・ ・    

         ・ ・    

         ・ ・    

         ・ ・    

         ・ ・    

        
㉝
身
体
状
況 

身  長 胸  囲 体  重 血液型 

            

        cm cm kg 

        ㉞
被
服
等
の
号
数 

正帽 作業帽 制服 作業服 外とう 編上靴 短靴 

               

        号 号 号 号 号 cm cm 

        

㉟
参
考
事
項 

 予備自衛官任用後の賞罰 

          

         主な病歴 

          

㉚予備自衛官 

手   当 

手当停止年月日 ・  ・ ・  ・ ・  ・   

手当再開年月日 ・  ・ ・  ・ ・  ・   

備考：記載要領は、付紙による。 

 



 

付紙 

予備自衛官個人管理カードの記入要領 
 

１ 全般 

(1) カードは、一人につき１枚作成する。記入欄が不足する場合は、補足用紙を使用する。 

(2) 変更が予想される現住所、職業、隊友会入会、家族状況等は、鉛筆書きとする。 

 (3) ④の職業名は、次の区分により記入する。 

区 分 区 分 

農業 不動産業 

林業・狩猟業 運輸・通信業 

漁業・水産養殖業 電気・ガス・水道・熱供給業 

鉱業 サービス業 

建設業 公務員 

製造業 不明 

卸売業・小売業 学生 

金融・保険業 無職 

 

２ 予備自衛官個人管理カード記入要領 

 記入項目 記入要領 記入例 

表 

 

 

 

 

面 

①氏名、認番、性

別、生年月日 

(1) 氏名を、楷書体で記入し、振り仮名を付記 

(2) 改姓した場合は、旧姓を（ ）して併記し、その

下に改姓年月日を記入 

(3) 男・女別を○で記入 

 

 

 

 

 ①氏 名（ふりがな）  
さとう    やまだ     いちろう 

佐 藤（山 田）  一 郎 

(昭 60.2.12) 

男 

 

女 

  認番(12-345678) 昭・平 41.4.3 生  

②本籍地 本籍地を記入 

 

 

 

 

 

②本籍地 

    静岡県田方郡土肥町 2丁目 25 番地 

 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面 

③現住所 (1) 生活の本拠となる住所を記入。電話のある場合

は、（ ）して記入。以下同じ。 

(2) 会社等の寮に入居している場合は、その所在地及

び寮名を記入 

 

 

③現住所 

    埼玉県狭山市狭山 24-20 

     東亜紡績「東亜寮」 

    （ＴＥＬ048-623-4242） 

④職業 (1) 勤務場所については、ビル等の中にある場合は、

ビル等名を（ ）して記入 

(2) 下段には職務名、電話番号を記入 

 

 

 

 

 

④
職
業 

職業名 サービス業 会社等名 後藤観光 

勤務場所 

    東京都港区赤坂 7丁目 42 番地（山田ビル） 

      外交員 （ＴＥＬ03-274-5084） 
 

⑤留守担当者 (1) 氏名・続柄・住所を記入 

(2) 留守担当者の該当のない場合は、連絡の必ずとれ

る人を記入 

 

 

 

 

 

⑤
留
守
担
当
者 

氏 名  山 田 太 郎 続柄 父 

住所 

  東京都練馬区北町 2丁目 34－25 

   （ＴＥＬ03-931-2323） 

 

⑥招集連絡人 (1) 招集連絡人の氏名・続柄・住所・所轄警察署・最

寄り駅名（交通機関名）・距離を記入 

(2) 招集連絡人指定同意書の住所等を転記 

 

⑥
招
集
連
絡
人 

氏 名  山 田 太 郎 続柄 父 

住所 

  東京都練馬区北町 2丁目 34－25 

   （ＴＥＬ03-931-2323） 

所 轄 

警察署 

練馬 

警察署 

最寄り駅 

及び距離 

東武練馬（東武東上線） 

2 km 
 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面 

⑦入隊 (1) 入隊年月日・部隊・基地を記入 

(2) 再入隊の場合は最初の入隊を上段、２回目の入隊

を下段に（ ）して記入 

 

 

 

 

 

 

⑦

入

隊 

年 月 日 
昭 60.3.28 

（  ． .  ） 

部   隊 
１教群 

（２教群） 

基   地 
防府 

（熊谷） 
 

⑧退職 (1) 退職年月日・部隊・基地を記入 

(2) 再入隊の場合は最初の退職を下段に（ ）して記

入し、２回目の退職については上段に記入 

 

 

 

 

 

⑧

退

職 

年 月 日 
令 5. 4. 3 

（平 28.11.18） 

部   隊 
２ 空 団 

（４空団） 

基   地 
千   歳 

（千 歳） 
 

⑨階級歴 (1) 自衛官退職までの階級歴を記入 

(2) 予備自衛官在籍中の昇進については、（ ）して記

入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨

階

級

歴 

平  ．  ．    ３士 ．  ．  准尉 

平 1． 3．28  ２士 ．  ．  ３尉 

平 2． 1． 1  １士 ．  ．  ２尉 

平 3． 7． 1  士長 ．  ．  １尉 

平 8． 7． 1   ３曹 ．  ．  ３佐 

平 18． 7． 1  ２曹 ．  ．  ２佐 

平 28． 7． 1  １曹 ．  ．  １佐 

令  3． 1． 1  曹長  

⑩職域 担当方面隊司令官の指定した職域を記入 

 

 

 

⑩職域 通信 
 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面 

⑪特技 航空幕僚長又は担当方面隊司令官の指定した特技を

記入 

 

 

 

⑪特技 
番 号 名 称 

R293－2 予備機上無線 
 

⑫自衛隊主要勤

務歴 

自衛隊の主要な職務の勤務について期間、職務名、部

隊（基地又は分屯基地）を古い順に記入 

 

 

 

 

 

 

⑫自衛隊主要勤務歴 

期  間 職 務 部隊（基地） 

平 2. 7.15 ～  11. 4. 4 通信 １空団 （浜松） 

平 11. 4. 5 ～  20. 7.14 機上無線 ３輸空隊（美保） 

平 20. 7.15 ～  27. 4. 4 〃 〃  （ 〃 ） 

平 27. 4. 5 ～ 令 5. 4. 3 通信 ２空団 （千歳） 

   

⑬予備自衛官採

用年月日 

予備自衛官に採用された日付及びその根拠を記入 

 

 

 

 

 ⑬予備自衛官 

採用年月日 

令 5.12.25 

（個命第 105 号） 

⑭予備自衛官退

職年月日及び根

拠 

予備自衛官の退職年月日及びその根拠を記入 

 

 

 

 

⑭予備自衛官 

退職年月日 

令 7. 5. 1  訓練不出頭 

（個命第 85 号） 
 

⑮地方協力本部

担当年月日 

地方協力本部で当該予備自衛官の管理を担当するこ

とになった年月日を記入 

 

 

 

 

 

⑮地方協力本部担当年月日 

東京地方協力本部 令 5.12.25 

埼玉   〃 令 6.10.25 
 

⑯教育訓練 自衛隊の各種学校（防大、航空教育隊を除く。）におけ

る教育訓練を記入 

 

 

 

 

⑯教育訓練 

  基地警備教導訓練（令 4.9～4.11） 
 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

面 

⑰最終学歴 (1) 最終学歴と卒業年次を記入 

(2) 卒業年次については、学歴の下に（ ）して記入 

 

 

 

 

⑰ 最終学歴 

   高 卒 

     （平 1.3） 
 

⑱専門科目 高等学校卒業以上の者で工科系のものは専門科目を

記入 

 

 

 

⑱ 専門科目 

   建 設 
 

⑲各種免許 団・地方公共団体、商工会議所若しくはこれらに準ず

る団体又は法令に基づく機関から取得した免許、検

定、資格等を記入 

 

 

 

 

⑲ 各種免許 

 大型自動車免許 

 ３級整備士（ガソリン エンジン・シャシー） 

 珠算１級 
 

⑳確認 訓練招集時等において本人に閲覧させ間違いのない

ことを確認させた後、本人に姓を自署させる。 

 

 

 

 

 

⑳確 認 

令 5.8.5 令 6.10.5 令 7.3.10 

   

 

裏 

 

 

面 

㉑氏名（認番） 

㉒現住所 

㉓指定階級 

㉔指定職域 

表面と同様（裏面のみで使用する場合を考慮して設け

た欄） 

表面①、③、⑩及び⑪に同じ。 

㉕訓練招集部隊

等 

指定された訓練招集部隊等名を記入 

 

 

 

 

㉕ 訓練招集部隊等 

  中部航空警戒管制団 
 

佐
藤 

佐
藤 

佐
藤 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面 

㉖手帳番号 予備自衛官手帳交付簿から転記。交付年月日を下段に

（ ）して記入 

 

 

 

 

㉖ 手帳番号 

  第 910 号 

  （令 6.6.1） 
 

㉗隊友会入会の

有無 

隊友会入会者、非入会者について有無の該当項目を○

印で囲む。役員については、役員名を記入 

 

 

 

 

㉗ 隊友会入会の有無 

有 

無 

役員名 

地域支部長 
 

㉘手当支払方法 現金払、隔地払、銀行振込のいずれか該当項目を○で

囲む。 

 

 

 

 

 

㉘ 手当支払方法 

   現 金 払 

   隔 地 払 

   銀行振込 
 

㉙訓練招集 (1) 年度、期間、訓練部隊等（基地）、健康状態を記

入、分割して招集した人は、２段を使用して記入 

  取消しの人は、「期間（日数）」「訓練部隊等（基地）」

の枠を「理由」と読み替えて理由を簡明に記入 

(2) 変更したものは、２段使用し上段は最初の招集期

間を記入し、「訓練部隊等（基地）」の枠を理由と読

み替えて理由を記入し、下段に出頭した事実を記入 

(3) 健康状態は、訓練招集出頭時の健康診断の判定

適、不適を記入 

 

 

 

 

㉙訓練招集 

年度 期間(日数) 訓練部隊等(基地) 
健康 

状態 
備考 

令 6 6.21～ 6.25（5 日） 中警団（入間） 適 通常の場合 

令 6 6.21～ 6.23（3 日） 中警団（入間） 適 分割の場合 

〃 10. 1～10. 2（2 日）  〃 （ 〃 ） 適 

令 6 長期国外出張(取消)  取消しの場合 

令 6 6.21～ 6.25 会社の都合（変更)  変更した場合 

〃 10. 1～10. 5（5 日） 中警団（入間） 適 

令 6 5. 5～ 5. 5（1 日） 東京ＰＬＯ（市ヶ谷）  １日訓練の場合 
 

 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面 

㉚予備自衛官手

当 

予備自衛官手当の停止年月日、再開した場合の再開年

月日を記入 

 

 

㉚予備自衛官 

手   当 

手当停止年月日 令 7.2.5  

手当再開年月日 令 7.11.5  
 

㉛防衛招集等 命令書交付番号及び命令符号、防衛招集等部隊等招集

年月日（解除年月日）を記入 

 

 

 

 

 

㉛防衛招集等 

命令書交付番号 

及び命令符号 
防衛招集等部隊等 

招集年月日 

（解除年月日） 

帯広空第  号 
 令 6.5.10 

（令 6.10.10） 
 

㉜家族状況 氏名、生年月日、続柄、健否、職業を記入 

 

 

 

 

 

 

㉜
家
族
状
況 

氏 名 生年月日 続柄 健否 職業 

佐藤 花子 昭 41.10.12 妻 健 無職 

佐藤 太郎 平 16. 6. 7 長男 〃 大１ 

佐藤 君子 平 17. 9.14 長女 〃 高３ 

     
 

㉝身体状況 身長、胸囲、体重、血液型を記入 

 

 

 

 

 

㉝
身
体
状
況 

身 長 胸 囲 体 重 血液型 

 

168 88 65 ＡＢ 

cm cm kg Ｒｈ(＋) 
 

㉞被服等の号数 正帽、作業帽、制服、作業服、外とう、半長靴、短靴

の号数等を志願票から転記 

 

 

 

 

 

 

 

㉞
制
服
等
の
号
数 

正帽 作業帽 制服 作業服 外とう 半長靴 短靴 

３ ２ ２ ２ ２ 25.5 26 

号 号 号 号 号 cm cm 
 



 

 記入項目 記入要領 記入例 

裏 

 

面 

㉟参考事項 (1) 予備自衛官の任用後の賞罰、主な病歴、退職時の

階級・号俸及びその他について記入 

(2) その他の必要事項は地本で記入 

 

 

 

 

 

㉟
参
考
事
項 

 予備自衛官任用後の賞罰 地本部長表彰 令 6.5.5  

 主な病歴 肺結核（平 20.2.10～21.5.10）入院  

 退職時の階級・号俸 曹長 55 号俸  

 その他必要事項 ○○会社勤務 隊友会会員  

   
 

 

 



別紙様式第６（第１６条関係） 

 

航空   

予備自衛官人事月報（Ａ） 

（２３－Ｐ１１６（Ｃ－１）） 

月報年月 作成地本名 作成責任者階級氏名 実務担当者階級氏名 

    

人 
 

員 

階 級 

区 分 

幹部 
准尉 

空曹 空士 
合計 

１佐 ２佐 ３佐 １尉 ２尉 ３尉 計 曹長 １曹 ２曹 ３曹 計 士長 １士 ２士 計 

前月 1                   

訂正等 
増 2                   

減 3                   

前月（訂正等後） 4                   

本
月
異
動
人
員 

増
員 

採用 5                   

昇進 6                   

転入（担当変更） 7                   

防衛招集等解除 8                   

小計 9                   

減
員 

退職 10                   

昇進 11                   

転出（担当変更） 12                   

防衛招集等 13                   

小計 14                   

本月 15                   

志
願
数 

北空 
退職時 16                   

その他 17                   

中空 
退職時 18                   

その他 19                   

西空 
退職時 20                   

その他 21                   

南西空 
退職時 22                   

その他 23                   

計 
退職時 24                   

その他 25                   

  合計 26                   

記入要領等：用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、横長に使用する。 

 



別紙様式第７（第１６条関係）

月報年月日

　　　　　　２　変更種別欄の記載内容は次のとおり。

採用時  転　出 改氏 Ａ出頭（１日訓練）  停　止 任満退職 免　　職

その他 改名 依願退職 死　　亡

防衛招集等解除  転　入 従事産業 Ｂ出頭（５日訓練）  開　始 失　　職 防衛招集等

　　　　　　３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、横長に使用する。

航空

階級

変更種別

項　目

変更種別氏　　　　名 認識番号

採用等 昇進

(２３－Ｐ１１６(Ｃ－１))

予備自衛官人事月報（Ｂ）

訓　練　招　集 手当支給 離　職　等

記
　
　
　
　
　
　
　
　
　
事

担当変更 経歴

変更年月日 発令日付 発令番号 記　事 備考連番

記入要領等：１　毎月１日から末日までの間における予備自衛官の変更事項を、地方協力本部長が作成し、翌月８日までに到着する
　　　　　　　よう送付する。



別紙様式第８（第１７条関係）

削除



別紙様式第９（第１９条関係）

航空 予備自衛官人事状況確認名簿

年 月 階級 号俸 階級期間

記入要領等：１　名簿は、地方協力本部別に作成する。
　　　　　　２　用紙の大きさはＢ列４番とし、横長に使用する。

職
域

生年月氏名

地方協
力本部 年

年
号

名氏 月

認識
番号

従事
産業

学
歴

本籍
性
別

摘要
統
計

人員
防　衛
招集等
期　間

訓練
招集
期間

主
特
技

階
級

勤務
期間

階級
指定

自衛官退職時

月年

採用



別紙様式第１０（第１９条の２関係）

評　価

訓
練
成
績

服
務
態
度

 訓練招集部隊等  部隊等名：  訓練招集期間：　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日　

人事評価記録書（　　　年度）

 被評価者  階級： 氏名：

 職務訓練実施部隊等  部隊等名：  訓練招集期間：　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日　

人　　事　　評　　価 健康
状態

訓練招集
日　　数

訓練招集
参加日数

休暇
日数

任  期
満了日

継続
希望評価項目及び行動 所見等

法第７０条第３項の規定
により自衛官となつて勤
務したときにおいて求め
られる能力を発揮してい
る。

予備自衛官たる責務を自
覚し、訓練招集に応じて
専心訓練に励んでいる。

 特記事項

全体評価

評 価 者 職名：　　　　　　　 階級： 氏名：　　　　　　　　　　　 記入日：　　　年　　　月　　　日

　　　　　　６　用紙の大きさは､日本産業規格Ａ列４番とし､横長に使用する。

実施権者 職名：　　　　　　　 階級： 氏名：　　　　　　　　　　　 記入日：　　　年　　　月　　　日

記入要領等：１　「訓練成績」の「評価」の欄には、航空自衛隊における予備自衛官の招集訓練の実施に関する達（昭和６１年航空自衛隊達第２９号）別表
　　　　　　　第１第２項に定める防衛基礎訓練、職務訓練及び体育訓練の実施状況を踏まえ、訓令別表第１の２の表に定める個別評語のいずれかを記入す
　　　　　　　る。
　　　　　　２　「服務態度」の「評価」の欄には、訓練別表第１の２の表に定める個別評語のいずれかを記入する。
　　　　　　３　「全体評語」の「評価」の欄には、訓練成績及び服務態度の結果を総合的に勘案して、訓令別表第１の１の表に定める全体評語のいずれか
　　　　　　　を記入する。
　　　　　　４　「健康状態」の欄には、航空自衛隊における健康診断及び体力検査に関する達（昭和６０年航空自衛隊達第２６号）第６条の規定に基づき
　　　　　　　実施した健康診断の結果に対し付与された判定区分を記入する。
　　　　　　５　「特記事項」の欄には、人事評価に係る所見等以外の事項について記入する。


